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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）及び／又は（２）で表されるアミノ酸誘導体及び／又はその塩を含有
し、ｐＨが６．５～９．５である消臭剤。
【化１】

　（式中、Ｒ1及びＲ2は、水素原子、炭素数２～２２のアルキル基又はヒドロキシアルキ
ル基、又は炭素数３～２２のエーテル基を表し、同一でも異なっていてもよいが、共に水
素原子であることはない。Ｒ3は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ4は水素原子又は炭素数
１～６のアルキル基を表し、ｍは０～２の整数を表す。）
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【化２】

　（式中、Ｒ5及びＲ6は、水素原子、炭素数２～２２のアルキル基又はヒドロキシアルキ
ル基、又は炭素数３～２２のエーテル基を表し、同一でも異なっていてもよい。Ｒ7は水
素原子又は炭素数１～６のアルキル基を表す。）
【請求項２】
　前記一般式（１）のＲ4及び前記一般式（２）のＲ7が水素原子である、請求項１に記載
の消臭剤。
【請求項３】
　前記一般式（１）のｍが０又は１である、請求項１に記載の消臭剤。
【請求項４】
　一般式（１）で表されるアミノ酸誘導体又はその塩が、２－アミノ－Ｎ－（２－エチル
ヘキシル）アセトアミド、２－アミノ－Ｎ－（３－エトキシプロピル）アセトアミド及び
それらの塩から選ばれる１種以上である、請求項１～３のいずれかに記載の消臭剤。
【請求項５】
　一般式（２）で表されるアミノ酸誘導体又はその塩が、セリンアミド、２－アミノ－３
－ヒドロキシ－Ｎ－（２－エチルヘキシル）プロピオン酸アミド、２－アミノ－３－ヒド
ロキシ－Ｎ－（３－ｎ－ブトキシプロピル）プロピオン酸アミド及びそれらの塩から選ば
れる１種以上である、請求項１～４のいずれかに記載の消臭剤。
【請求項６】
　消臭剤が水系消臭剤である、請求項１～５のいずれかに記載の消臭剤。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の消臭剤を対象物に付着させ、対象物の臭いを低減させ
る消臭方法。
【請求項８】
　脂肪酸類、アルデヒド類及びアミン類に由来する複合臭を低減させるものである請求項
７に記載の消臭方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は消臭剤に関し、詳しくは、脂肪酸類、アルデヒド類、アンモニア、及びアミン
類に由来する複合臭を低減させることができ、かつ人体に安全な消臭剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　消臭剤は、芳香剤と共に不快な匂いを和らげるものであり、快適な生活を送る上で重要
な部分を担っている。消臭に関する近年のニーズは、強い芳香で悪臭をマスキングする芳
香剤から、微香性又は無香性で臭い自体を消す消臭剤へと変化している。
　一方、生活環境における不快な臭いの殆どは複合臭であるが、化学的消臭剤では、対象
とする１種類の悪臭に対しては効果があるが、複合臭に対して効果的なものは少ない。
　生活環境における不快な臭いは様々であるが、例えば汗臭ではイソ吉草酸等の低級脂肪
酸が、生ゴミ臭ではトリエチルアミンに代表されるアミン類が深く関わっており、また中
高年以降に認められる加齢臭ではオクテナールやノネナール等の不飽和アルデヒドが深く
関わっていることが知られている。
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【０００３】
　例えば、特許文献１には、有機二塩基酸及び／又はその塩により、酢酸、イソ吉草酸等
の低級脂肪酸類やアンモニア、アミン類等を消臭できることが開示されている。しかしな
がら、有機二塩基酸及び／又はその塩は、アルデヒド類に対する消臭効果が充分ではない
。
　特許文献２には、中高年以降に認められる加齢臭の原因物質として深く関わっていると
されるノネナール等の不飽和アルデヒドの消臭について、エタノールアミンが効果的であ
ることが開示されている。しかしながら、エタノールアミンに関しては脂肪酸臭やアミン
臭等に対する効果が不明であり、またエタノールアミンは刺激性があり、人体に触れる可
能性のある形態での使用には適さない。
　特許文献３には、グリシンやリシン等のアミノ酸のアミドやエステルの塩酸塩を用いた
消臭剤がアルデヒド類の脱臭活性に優れることが開示されている。しかしながら、特許文
献３に開示されているアミノ酸アミドやエステルの塩酸塩では、水系の消臭剤として使用
するとアルデヒドに対して消臭効果が発現しないか、又はアルデヒドに対する消臭性能は
発現するが、分解による異臭の発生等があり好ましくない。
　また、特許文献４には、トリエタノールアミン、イミダゾール、トリス（ヒドロキシメ
チル）アミノメタンから選ばれる１種以上を塩として含むアニオン界面活性剤により、低
級脂肪酸、アミン類が共存する複合臭を抑制できることが開示されている。しかしながら
、このアニオン界面活性剤のアミン塩に関してはアルデヒド類に対する効果が不明であり
、水に対する溶解性が悪いものもあるため、消臭剤を調製するには適さない。
　かかる状況から、水系においても、脂肪酸類、アミン類及びアルデヒド類に由来する複
合臭を低減させることができ、かつ人体に安全な消臭剤の開発が望まれていた。
【０００４】
【特許文献１】特開２００１－９５９０７号公報
【特許文献２】特開２００１－９７８３８号公報
【特許文献３】特開２００２－９５７２６号公報
【特許文献４】特開２００４－４９８８９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、水系においても、脂肪酸類、アルデヒド類、アンモニア、及びアミン類に由
来する複合臭を低減させることができ、分解による異臭の発生もなく、かつ人体に触れて
も安全な消臭剤を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、特定のアミノ酸誘導体が水系においても、脂肪酸類やアルデヒド類の消
臭に有効であり、ｐＨを中性付近に調整することでアンモニア、アミン類にも効果を発揮
でき、分解による異臭の発生もなく、しかも人体に触れても刺激等が緩和されることを見
出した。また、酸解離指数（ｐＫａ）が大きい酸と併用することにより、消臭性能を更に
高め得ることを見出した。
　すなわち、本発明は、次の〔１〕及び〔２〕を提供する。
〔１〕下記一般式（１）及び／又は（２）で表されるアミノ酸誘導体及び／又はその塩を
含有し、ｐＨが６．５～９．５である消臭剤。
【０００７】
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【化１】

【０００８】
　（式中、Ｒ1及びＲ2は、水素原子、炭素数２～２２のアルキル基又はヒドロキシアルキ
ル基、又は炭素数３～２２のエーテル基を表し、同一でも異なっていてもよいが、共に水
素原子であることはない。Ｒ3は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ4は水素原子又は炭素数
１～６のアルキル基を表し、ｍは０～２の整数を表す。）
【０００９】

【化２】

【００１０】
　（式中、Ｒ5及びＲ6は、水素原子、炭素数２～２２のアルキル基又はヒドロキシアルキ
ル基、又は炭素数３～２２のエーテル基を表し、同一でも異なっていてもよい。Ｒ7は水
素原子又は炭素数１～６のアルキル基を表す。）
〔２〕前記〔１〕の消臭剤を対象物に付着させ、対象物の臭いを低減させる消臭方法。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の消臭剤は、脂肪酸類、アルデヒド類、アンモニア、及びアミン類に由来する複
合臭を消臭でき、人体に触れても安全である。また、水系消臭剤の調製も容易であり、得
られる水系消臭剤は保存安定性に優れている。
　本発明の消臭剤は、特に空間や繊維製品等の固体表面に付着した複合臭について優れた
消臭効果を発揮する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明の消臭剤は、下記一般式（１）及び／又は（２）で表されるアミノ酸誘導体及び
／又はその塩（以下、単に「アミノ酸誘導体等」ということがある）を主成分として含有
する。
【００１３】
【化３】

【００１４】
　一般式（１）において、Ｒ1及びＲ2は、水素原子、炭素数２～２２、好ましくは炭素数
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３～１４のアルキル基又はヒドロキシアルキル基、又は炭素数３～２２、好ましくは炭素
数３～１２のエーテル基、好ましくはアルキルエーテル基を表し、同一でも異なっていて
もよいが、共に水素原子であることはない。
　Ｒ1及びＲ2は、消臭性能及び入手性の観点から、水素原子、シクロヘキシル基、２－エ
チルヘキシル基、２－ヒドロキシエチル基、２－ヒドロキシプロピル基、３－エトキシプ
ロピル基、３－ブトキシプロピル基、３－オクチルオキシプロピル基が好ましく、特に水
素原子、ヒドロキシエチル基、３－エトキシプロピル基、３－ブトキシプロピル基が好ま
しい。
　Ｒ3は、入手性の観点から、水素原子又はメチル基が用いられるが、水素原子が好まし
い。
　Ｒ4は、水素原子又は炭素数１～６のアルキル基が用いられるが、入手性の観点から、
水素原子、メチル基が好ましく、特に水素原子が好ましい。
　一般式（１）中のｍは、０～２の整数を表すが、消臭性能及び入手性の観点から、０又
は１が好ましい。
【００１５】
　一般式（１）で表されるアミノ酸誘導体又はその塩の好適例としては、２－アミノ－Ｎ
－シクロヘキシルアセトアミド、２－アミノ－Ｎ－（２－エチルヘキシル）アセトアミド
、２－アミノ－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アセトアミド、２－アミノ－Ｎ－（２－ヒ
ドロキシプロピル）アセトアミド、２－アミノ－Ｎ－（３－エトキシプロピル）アセトア
ミド、２－アミノ－Ｎ－（３－ｎ－ブトキシプロピル）アセトアミド、２－アミノ－Ｎ－
シクロヘキシルプロピオン酸アミド、２－アミノ－Ｎ－（２－エチルヘキシル）プロピオ
ン酸アミド、２－アミノ－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）プロピオン酸アミド、２－アミ
ノ－Ｎ－（２－ヒドロキシプロピル）プロピオン酸アミド、２－アミノ－Ｎ－（３－エト
キシプロピル）プロピオン酸アミド、２－アミノ－Ｎ－（３－ｎ－ブトキシプロピル）プ
ロピオン酸アミド、３－アミノ－Ｎ－シクロヘキシルプロピオン酸アミド、３－アミノ－
Ｎ－（２－エチルヘキシル）プロピオン酸アミド、３－アミノ－Ｎ－（２－ヒドロキシエ
チル）プロピオン酸アミド、３－アミノ－Ｎ－（２－ヒドロキシプロピル）プロピオン酸
アミド、３－アミノ－Ｎ－（３－エトキシプロピル）プロピオン酸アミド、３－アミノ－
Ｎ－（３－ｎ－ブトキシプロピル）プロピオン酸アミド、４－アミノ－Ｎ－シクロヘキシ
ル酪酸アミド、４－アミノ－Ｎ－（２－エチルヘキシル）酪酸アミド、４－アミノ－Ｎ－
（２－ヒドロキシエチル）酪酸アミド、４－アミノ－Ｎ－（２－ヒドロキシプロピル）酪
酸アミド、４－アミノ－Ｎ－（３－エトキシプロピル）酪酸アミド、４－アミノ－Ｎ－（
３－ｎ－ブトキシプロピル）酪酸アミド、等、及びそれらと塩酸、硫酸、硝酸、リン酸、
炭酸等との塩が好ましく、挙げられる。
　これらの中では、消臭性能及び入手性の観点から、２－アミノ－Ｎ－（２－エチルヘキ
シル）アセトアミド、２－アミノ－Ｎ－（３－エトキシプロピル）アセトアミド、２－ア
ミノ－Ｎ－（３－ｎ－ブトキシプロピル）アセトアミド、及びそれらの塩から選ばれる１
種以上が特に好ましい。
【００１６】
【化４】

【００１７】
　一般式（２）において、Ｒ5及びＲ6は、水素原子、炭素数２～２２、好ましくは炭素数
３～１４のアルキル基又はヒドロキシアルキル基、又は炭素数３～２２、好ましくは炭素
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数３～１２のエーテル基、好ましくはアルキルエーテル基を表し、同一でも異なっていて
もよい。Ｒ7は水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を表す。
　Ｒ5及びＲ6は、消臭性能及び入手性の観点から、水素原子、シクロヘキシル基、２－エ
チルヘキシル基、２－ヒドロキシエチル基、２－ヒドロキシプロピル基、３－エトキシプ
ロピル基、３－ブトキシプロピル基、が好ましく、特に水素原子、ヒドロキシエチル基、
３－エトキシプロピル基、３－ブトキシプロピル基が好ましい。
　Ｒ7は水素原子、炭素数１～６のアルキル基が用いられるが、入手性の観点から、水素
原子、メチル基が好ましく、特に水素原子が好ましい。
【００１８】
　一般式（２）で表されるアミノ酸誘導体又はその塩の好適例としては、セリンアミド、
２－アミノ－３－ヒドロキシ－Ｎ－シクロヘキシルプロピオン酸アミド、２－アミノ－３
－ヒドロキシ－Ｎ－（２－エチルヘキシル）プロピオン酸アミド、２－アミノ－３－ヒド
ロキシ－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）プロピオン酸アミド、２－アミノ－３－ヒドロキ
シ－Ｎ－（２－ヒドロキシプロピル）プロピオン酸アミド、２－アミノ－３－ヒドロキシ
－Ｎ－（３－エトキシプロピル）プロピオン酸アミド、２－アミノ－３－ヒドロキシ－Ｎ
－（３－ｎ－ブトキシプロピル）プロピオン酸アミド等、及びそれらと塩酸、硫酸、硝酸
、リン酸、炭酸等との塩が挙げられる。
　これらの中では、消臭性能及び入手性の観点から、セリンアミド、２－アミノ－３－ヒ
ドロキシ－Ｎ－（２－エチルヘキシル）プロピオン酸アミド、２－アミノ－３－ヒドロキ
シ－Ｎ－（３－エトキシプロピル）プロピオン酸アミド、２－アミノ－３－ヒドロキシ－
Ｎ－（３－ｎ－ブトキシプロピル）プロピオン酸アミド、及びそれらの塩から選ばれる１
種以上が特に好ましい。
【００１９】
　一般式（１）及び／又は（２）で表されるアミノ酸誘導体は、光学活性体でもラセミ体
でもよく、これらの混合物でもよい。
　一般式（１）及び／又は（２）で表されるアミノ酸誘導体は、公知の方法、例えば、各
種アミノ酸をベンジルオキシカルボン酸クロライド等でアミノ基を保護した後、対応する
アミン類と反応させた後、水素雰囲気下で触媒等を用いて接触水素還元を行う方法により
合成することができる。水添触媒としては、ニッケル、銅、白金、コバルト、パラジウム
等の金属活性成分を、珪藻土、アルミナ、シリカゲル、シリカアルミナ、活性炭などの担
体に担持させた触媒、より具体的にはＰｄ／活性炭触媒等を用いることができる。
【００２０】
　本発明の消臭剤における、アミノ酸誘導体等の含有量は、消臭する悪臭の濃度、使用形
態によっても異なるが、通常０．００１質量％以上、好ましくは０．００５～１０質量％
、更に好ましくは０．０１～８質量％である。
　本発明の消臭剤のｐＨは、６．５～９．５である。本発明の消臭剤は、ｐＨ６．５以上
で脂肪酸類やアルデヒド類に対する効果が発現し、またｐＨ９．５以下でアンモニア、ア
ミン類に対する効果が発現する。
　脂肪酸類、アルデヒド類、アンモニア、及びアミン類の全てに対する効果、及び皮膚刺
激低減等の観点から、ｐＨは６．５～９．０が好ましく、６．５～８．８が更に好ましい
。
　本発明の消臭剤のｐＨは、酸を添加することにより調整することができる。用いること
ができる酸としては、塩酸、硫酸、硝酸の他、リン酸、炭酸、酢酸、乳酸、コハク酸、リ
ンゴ酸、クエン酸、モノ（短・中鎖アルキル、グルコース等）置換リン酸エステル、マレ
イン酸、マロン酸、エチレンジアミンポリ酢酸、シクロアルカン・アルケン－１，２－ジ
カルボン酸、ジエチレントリアミンポリ酢酸、１，２－シクロヘキサンジアミン－Ｎ－ポ
リ酢酸等が挙げられる。
【００２１】
　本発明の消臭剤においては、少なくとも一つの解離段における酸解離指数（ｐＫａ）（
２５℃）が５．０以上である無機酸及び／又は有機酸を含有することが好ましい。前記酸
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解離指数（ｐＫａ）が５．０以上の酸を含有させることにより、中性付近の緩衝能を上げ
ることができるだけでなく、脂肪酸類やアンモニア、アミン類の消臭にも作用し、アミノ
酸誘導体等の添加量を減らしても、脂肪酸臭、アンモニア臭、アミン臭に対して充分な効
果が発現するため好ましい。
　酸解離指数は、例えば、（ａ）The Journal of Physical Chemistry vol.68, number6,
 page1560 (1964) 記載の方法、（ｂ）京都電子工業株式会社製の電位差自動滴定装置（
ＡＴ３１０Ｊ等）を用いる方法等により測定することができ、また、（ｃ）日本化学会編
の化学便覧（改訂３版、昭和５９年６月２５日、丸善株式会社発行）に記載の酸解離指数
、（ｄ）コンピュドラッグ (Compudrug) 社製の pKaBASE 等のデータベース等を利用する
ことができる。
【００２２】
　少なくとも一つの解離段における酸解離指数（ｐＫａ）（２５℃）が５．０以上である
無機酸としては、例えば、炭酸（１段目ｐＫａ値：６．３５、２段目ｐＫａ値：１０．３
３）、ホスホン酸（２段目ｐＫａ値：６．７９）、リン酸（２段目ｐＫａ値：７．２０、
３段目ｐＫａ値：１２．３５）、二リン酸（３段目ｐＫａ値：６．７０、４段目ｐＫａ値
：９．４０）、トリポリリン酸（４段目ｐＫａ値：６．５０、５段目ｐＫａ値：９．２５
）等が挙げられる。
　また、前記酸解離指数（ｐＫａ）が５．０以上である有機二塩基酸としては、例えば、
マレイン酸（２段目ｐＫａ値：５．８３。以下の(  )内の数値は２段目ｐＫａ値を表す。
）、マロン酸（５．２８）、２－メチルマロン酸（５．７６）、２－エチルマロン酸（５
.８１）、２－イソプロピルマロン酸（５.８８）、２，２－ジメチルマロン酸（５.７３
）、２－エチル－２－メチルマロン酸（６.５５）、２，２－ジエチルマロン酸（７.４２
）、２，２－ジイソプロピルマロン酸（８.８５）、ｍ－ヒドロキシ安息香酸（９．９６
）、ｐ－ヒドロキシ安息香酸（９．４６）、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸（トラ
ンス体：６．０６、シス体：６．７４）、１，２－シクロペンタンジカルボン酸（トラン
ス体：５．９９、シス体：６．５７）、１，２－シクロオクタンジカルボン酸（トランス
体：６．２４、シス体：７．３４）、１，２－シクロヘプタンジカルボン酸（トランス体
：６．１８、シス体：７．６）、コハク酸（５．２４）、フェニルコハク酸（５．５５）
、２，３－ジメチルコハク酸（６．０）、２，３－ジエチルコハク酸（６．４６）、２－
エチル－３－メチルコハク酸（６．１）、テトラメチルコハク酸（７．４１）、２，３－
ジ－ｔ－ブチルコハク酸（１０．２６）、３，３－ジメチルグルタル酸（６．４５）、３
，３－ジエチルグルタル酸（７．４２）、３－イソプロピル－３－メチルグルタル酸（６
．９２）、３－ｔ－ブチル－３－メチルグルタル酸（７．４９）、３，３－ジイソプロピ
ルグルタル酸（７．６８）、３－メチル－３－エチルグルタル酸（６．７０）、３，３－
ジプロピルグルタル酸（７．４８）、２－エチル－２－（１－エチルプロピル）グルタル
酸（７．３１）、シクロヘキシル－１，１－ジ酢酸（７．０８）、２－メチルシクロヘキ
シル－１，１－ジ酢酸（６．８９）、シクロペンチル－１，１－ジ酢酸（６．７７）、３
－メチル－３－フェニルグルタル酸（６．１７）、３－エチル－３－フェニルグルタル酸
（６．９５）等が挙げられる。
【００２３】
　前記酸解離指数（ｐＫａ）が５．０以上であるその他の有機多塩基酸としては、クエン
酸（３段目ｐＫａ値：５．６９）、グルタミン酸（３段目ｐＫａ値：９．５９）、アスパ
ラギン酸（３段目ｐＫａ値：９．６３）等が挙げられる。
　これらの中では、入手が容易で、少なくとも一つの解離段における酸解離指数（ｐＫａ
）が５．２以上のリン酸、クエン酸、コハク酸、マレイン酸、マロン酸等が好ましい。
【００２４】
　一般式（１）及び／又は（２）で表されるアミノ酸誘導体を塩酸等の塩として用いる場
合は、塩基を添加することによりｐＨを調整することができる。用いることができる塩基
としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化マグネシウム、水酸化カルシウム
等の他、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、メチルエ
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タノールアミン、ジメチルエタノールアミン等が挙げられる。これらの中では、水酸化ナ
トリウム、水酸化カリウムが好ましい。
　一般式（１）及び／又は（２）で表されるアミノ酸誘導体及び／又はその塩は、単独で
又は２種以上を混合して用いることができる。
【００２５】
　本発明の消臭剤は、アミノ酸誘導体等の単独でも、脂肪酸類、アルデヒド類、アンモニ
ア、及びアミン類に由来する複合臭に対して消臭性能を発揮するが、多価アルコール類や
界面活性剤の１種以上と併用することにより、消臭性能が更に高めることができる。
　臭気成分は布地、衣類、カーペット、ソファー等の繊維製品等の固体表面に付着するが
、多価アルコール類や界面活性剤は、固体表面に付着した臭気成分の揮発を抑制するばか
りでなく、消臭成分であるアミノ酸誘導体等を安定に分散させ、臭気成分との接触を向上
させて、消臭性能を更に高めることができる。
【００２６】
　用いることができる多価アルコール類としては、例えば、グリセリン、エチレングリコ
ール、プロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、ブタンジオール、ジエチレン
グリコール、ジプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコ
ール等が挙げられる。これらの中では、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール
が好ましい。
　消臭剤中の多価アルコール類の含有量は、消臭する悪臭の濃度、使用形態によっても異
なるが、通常０．００１質量％以上、好ましくは０．００１～３０質量％、更に好ましく
は０．００５～１０質量％である。
【００２７】
　用いることができる好適な界面活性剤としては、陰イオン界面活性剤、陽イオン界面活
性剤、両性界面活性剤非イオン界面活性剤が挙げられる。
　これらの界面活性剤としては、疎水部の分子中に少なくとも炭素数８～１８のアルキル
基又はアルケニル基を有し、親水部にはカルボン酸塩、スルホン酸塩、硫酸エステル塩、
リン酸エステル塩、４級アンモニウム塩、スルホベタイン、カルボベタイン、アミンオキ
シド、（ポリ）オキシアルキレン、（ポリ）アルカノールアミン、（ポリ）グリコシド、
１，２－等のジオールや、（ポリ）グリセリン骨格を持つ化合物等を有するものが挙げら
れる。疎水部のアルキル基又はアルケニル基と親水部が、エーテル基、エステル基、アミ
ド基、アルキル基から選ばれる１種以上を介して結合していてもよい。
　これらの界面活性剤の中では、スルホン酸塩、硫酸エステル塩、リン酸エステル塩、４
級アンモニウム塩、アミンオキシド、カルボベタイン、（ポリ）グリコシド、１，２－等
のジオール型界面活性剤が好ましい。
　消臭剤中の界面活性剤の含有量は、消臭する悪臭の濃度、使用形態によっても異なるが
、通常０．００１質量％以上、好ましくは０．００１～３０質量％、更に好ましくは０．
０１～１０質量％である。
【００２８】
　本発明の消臭剤には、アミノ酸誘導体等と共に、他の消臭剤を含むことができる。更に
、前記の多価アルコール類や界面活性剤の他に、通常の消臭剤に添加される、各種の溶剤
、油剤、ゲル化剤、硫酸ナトリウムやＮ，Ｎ，Ｎ－トリメチルグリシン等の塩、ｐＨ調整
剤、酸化防止剤、防腐剤、殺菌・抗菌剤、香料、色素、紫外線吸収剤等の他の成分を添加
することができる。
　溶剤としては、水、エタノール、エチレングリコールやプロピレングリコールのモノエ
チル又はモノブチルエーテル、ジエチレングリコールやジプロピレングリコールのモノエ
チル又はモノブチルエーテル、ベンジルアルコール、ベンジルオキシエタノール、フェノ
ール性化合物のエチレンオキシド又はプロピレンオキシド付加物等が挙げられる。
　香料としては、公知のミント系香気をもつ香料、柑橘系香気をもつ香料，ハーブ系香気
をもつ香料、ウッディー系香気をもつ香料等が挙げられる。また、抗菌作用を有する香料
は、繊維製品等に付着した皮脂・汗成分からの細菌等の繁殖による悪臭の発生を抑制する
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％配合することで、より好適な消臭効果を得ることができる。香料は単体香料でもよいが
、調合香料を使用することが好ましい。
【００２９】
　本発明の消臭剤の使用に際しては、液状、ゲル状、粉状、粒状等の固体状とすることが
できる。液状の場合には、特にスプレー、ローション等として用いることができる。本発
明の消臭剤は、特に水系消臭剤としてミストタイプのスプレー容器に充填し、一回の噴霧
量を０．１～１ｍｌに調整したものが好ましい。使用するスプレー容器としては、トリガ
ースプレー容器（直圧あるいは蓄圧型）やディスペンサータイプのポンプスプレー容器等
の公知のスプレー容器を用いることができる。
　ゲル状、固体状の場合には、人体、毛髪、ペット等に部分的に使用するのに適している
。また、例えば、紙や不織布等に浸漬、噴霧させて空気清浄器のフィルターとして用いる
等、据え置き型として使用することもできる。
　本発明の消臭剤を用いる消臭方法の対象物は、固体表面を有するものであれば特に制限
はない。例えば、カーテン等の布地、スーツ、セーター等の衣類、カーペット、ソファー
等の繊維製品、食器、ゴミ箱、調理台、室内の床、天井、壁等の硬質表面を有する対象物
に本発明の消臭剤組成物を付着させ、対象物の臭いを効果的に低減させることができる。
特に、繊維製品のような消臭対象の表面積が広い対象物において効果的である。
【実施例】
【００３０】
実施例１～６及び比較例１～２
　表１に示す消臭剤０．５０ｇにイオン交換水を加えて１０ｇとし、４８％ＮａＯＨ水溶
液又は濃塩酸を添加してｐＨ調整を行い、５％消臭剤水溶液を調製した。
　１００ｍＬの蓋付きビンに上記の方法で調製した５％消臭剤水溶液４００ｍｇを入れ、
臭気成分水溶液として、２％イソ吉草酸水溶液１００μＬ、９．３％アンモニア水溶液１
μＬ、０．３５％アセトアルデヒド水溶液１０μＬを各々加え、密栓した。次いで、イソ
吉草酸の場合には３５℃の水浴中で２０分間振とうさせた後、アンモニアとアセトアルデ
ヒドの場合には室温で２０分間振とうさせた後、ガステック社製のガス検知管を用いて気
相部のガス濃度を測定した。同一サンプルについて３回試験を行い、その平均値（Ｓ）を
求めた。
　イオン交換水４００ｍｇを加えて同様の試験を行った時のガス濃度をＣとし、次式によ
り消臭率（％）を算出した。結果を表１に示す。
　消臭率（％）＝（１－Ｓ／Ｃ）×１００
【００３１】
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【表１】

【００３２】
　表１から、比較例１（酸性条件）ではイソ吉草酸とアセトアルデヒドに対する消臭性能
が低く、比較例２（強アルカリ条件）ではアンモニアに対する消臭性能が低いが、本発明
の実施例１～６の消臭剤は、イソ吉草酸、アンモニア、アセトアルデヒドのいずれに対し
ても高い消臭性能を発揮することが分かる。
【００３３】
実施例７～１１及び比較例３～４
　表２に示す消臭剤６．０ｇにイオン交換水を加えて２０ｇとし、ここに濃塩酸又は４８
％ＮａＯＨ水溶液を加えてｐＨ７．５の消臭剤水溶液を調製した。この水溶液５．０ｇを
５０ｍＬ容のスクリュー管に入れ、窒素ガスを軽く吹き込んだ後密栓し、４０℃で保存し
た。
　３０歳代の男性１人（Ａ）及び女性２人（Ｂ、Ｃ）のパネラーに保存後の消臭剤の臭い
を嗅いでもらい、保存しなかった調製直後の各サンプルと比較した結果を、下記の３段階
の臭気強度表示法で評価した。結果を表２に示す。
　○：かわらず（ほぼ無臭）
　△：弱い臭いあり
　×：強い臭いあり
【００３４】
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【００３５】
　表２から、比較例３、４の水系消臭剤においては、消臭剤の分解に起因すると考えられ
るアンモニア臭が感じられるのに対して、実施例７～１１の水系消臭剤はアンモニアの発
生が抑制され、水溶液系で優れた保存安定性を有することが分かる。
【００３６】
実施例１２～１６及び比較例５
　表３に示す消臭剤３．０ｇにイオン交換水を加えて１０ｇとし、ここに濃塩酸又は４８
％ＮａＯＨ水溶液を加えてｐＨ調整を行い、消臭剤水溶液を調製した。この消臭剤水溶液
６６．７ｍｇと悪臭成分であるアルデヒド（ノナナール、トランス－２－ノネナール、２
，４－デカジエナール）の各２μＬを２０ｍＬのバイアル瓶に入れて軽く振った後、下記
の測定条件で気相部のガスクロマト分析を行い、消臭剤を加えないときのアルデヒド量を
Ｃ、消臭剤を加えたときのアルデヒド量をＳとし、次式により消臭率（％）を算出した。
結果を表３に示す。
　消臭率（％）＝（１－Ｓ／Ｃ）×１００
【００３７】
ガスクロマト測定条件：
　ＨＳ-オートサンプラー：ＰＥＲＫＩＮ ＥＬＭＥＲ社製、商品名：ＨＳ４０ＸＬ
　バイアル保温時間：３５℃で３０分保温後、加圧２分、注入０．３分
　ガスクロマト分析装置：ＨＥＷＬＥＴＴ ＰＡＣＫＡＲＤ社製、商品名：５８９０
　カラム液相：（５％フェニル）メチルポリシロキサン（無極性）
　カラム長さ：３０ｍ、内径０．３２ｍｍ、膜厚０．２５μｍ
　昇温条件：４０℃（８℃／分）－６０℃（４℃／分）－２００℃
【００３８】
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【００３９】
　表３から、本発明の実施例１２～１６の消臭剤は、各種アルデヒドに対しても高い消臭
性能を発揮することが分かる。
【００４０】
水系消臭剤の調製例１～９
　水系消臭剤として、表４に示す配合処方の消臭剤を調製した。
【００４１】
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【表４】

【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明の消臭剤は、脂肪酸類、アルデヒド類、アンモニア、及びアミン類に由来する複
合臭を消臭でき、人体に触れても安全である。また、水系消臭剤の調製も容易であり、得
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られる水系消臭剤は保存安定性に優れている。このため、本発明の消臭剤は、空間や、布
地、衣類、カーペット、ソファー等の繊維製品等の固体表面に付着した複合臭の消臭剤と
して、好適に使用することができる。
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